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(株)国際電気通信基礎技術研究所（ATR）と京都大学（京大）は，2019 年度から，総務省の電波 COE 研究開発プロ
グラムの一環として，電波利活用関連の共同型研究開発の推進，大形電波暗室など研究環境の整備と外部開放，及び有識
者メンター陣による研究指導と啓発活動の実施，という三つの主要活動を推進してきた．これは，無線技術研究の中核的
拠点（COE）形成と，将来の無線分野をリードする人材育成を目指すという挑戦的な試みである．本稿では，プログラ
ムの目的と全体像及びこれまでの取組み状況を解説する．
キーワード：電波利活用，無線，拠点化，人材育成

1．は じ め に

(株)国際電気通信基礎技術研究所（ATR）と京都大
学（京大）は，総務省の電波 COE（Center of Excel-
lence）研究開発プログラム(1)において，「電波利活用強
靭化に向けた周波数創造技術に関する研究開発及び人材
育成プログラム」を 2019 年度から推進している(2), (3)．
このプログラムは，電波利活用強じん化に資する先端的
研究開発の推進，大形電波暗室など外部開放型研究環境
の整備と活用，及び無線分野や社会実装の有識者からな
るメンター陣による研究指導や啓発活動，という三つの
主要活動を通じて，無線技術研究の中核的拠点（COE）
形成，研究開発活性化，及び将来を担う人材育成とその
プロセス確立を目指すという挑戦的な試みである．プロ
グラム開始当初は先例もなく手探りの立上げであった

が，開始から 3 年を経て目に見える成果も出始めてい
る．本稿では，電波 COE プログラムの全体像及びこれ
までの取組み状況を解説する．

2．電波COE研究開発プログラムの目的と
全体概要

図 1 には，電波 COE プログラムの全体像を示す．プ
ログラムが目指すところは，次代を担う無線研究者・技
術者の育成，先端的無線技術の創出，及び無線技術の新
たな適用域の開拓である．その実現に向けて本プログラ
ムでは共同型研究開発の推進，外部開放型研究環境の構
築と運用，そしてメンターの配置と研究サポートから成
る三つの主要活動を互いに連携しながら推進している．
共同型研究開発では，電波利活用強じん化につながる

複数の研究課題を産学共同研究としてそれぞれ推進して
いる．研究推進にあたっては，人材育成が目的であるこ
とを意識して，若手研究者や中小企業技術者をリーダー
に据えて裁量権を与えるとともに，学生を積極的に参画
させるように配慮している．外部開放型研究環境は，先
端的な無線研究に必要となるツール類や環境をATR及
び京大に構築，運用するものである．構築環境は，共同
型研究開発チームが利用するのに加え，外部組織（大
学，企業等）の研究者にも利用してもらえるように運用
体制を整備している．メンターの配置と研究サポートで
は，無線技術分野の専門家や社会実装の経験，ノウハウ
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を有する有識者など 15 名前後の方々にメンターに就任
して頂き，共同型研究開発の研究指導やサポート，外部
開放型研究環境の構築アドバイス，利用者への技術的サ
ポート，更には，一般向けセミナー講師などを通した無
線分野の啓発活動に携わって頂いている．
このように本プログラムでは，三つの主要活動を互い

に連携させながら推進することで研究成果創出と先端人
材の育成につなげることを目指している．更に本プログ
ラムでは，三つの主要活動に加えてATRと京大の主要
メンバーから成るマネジメントチームを置いている．こ
のチームが活動全体の推進状況を把握し，必要に応じた
支援を行うことで，主要活動の着実な実施と活動間連携
の促進が図られるように配慮している．
次章以降で各主要活動の詳細と取組み状況について述

べる．

3．共同型研究開発の推進

筆者らは電波 COE プログラムのテーマとして，「電

波利活用強靭化に向けた周波数創造技術に関する研究開
発」を掲げた．電波利活用強じん化というワードには，
強くてしなやかな電波利活用技術を創り出していこうと
いう意図を込めた．これは，電波資源拡大に向けた周波
数効率的利用，周波数共用促進，高周波移行促進を追求
しながら，様々な社会的要請に柔軟に適応可能，産業競
争力の強化に資する，更には安心・安全な生活づくりに
貢献し得るレジリエントな電波利活用技術の実現を目指
すという意味である．
図 2には，共同型研究開発の全体概要を示す．電波利
活用強じん化につながり得る五つの研究課題を設定し，
それぞれ人材育成にも配慮した産学共同研究体制を組ん
で研究開発を推進した．
研究課題①は，Society 5.0 の実現に向けた大規模高
密度マルチホップ国際標準無線通信システムの研究開発
である．スマートメータ等の IoT（Internet of Things）
デバイス間をマルチホップ無線接続するための国際標準
Wi-SUN FAN(用語)に準拠し，形成されるネットワーク
の大規模高密度化を可能とする技術を新たに開発し，開
発技術を実装したゲートウェイ機器の試作，実証実験，
国際標準化を行っている．研究チームは企業技術者が
リーダーを務め，大学教員，学生が参加している(4), (5)．
研究課題②は，AI 活用型高品質ワイヤレスアクセス

制御技術の研究である．本研究では，無線通信方式では
これまで困難とされてきた通信品質の要因解析を，送受
信信号に冗長検査情報を付加・収集し，通信送受信結果
情報と合わせて機械学習することで可能にする．また，
要因解析結果に基づき無線パラメータ設定を最適化する
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図 1 電波 COE プログラムの全体像 電波 COE プログラムでは，人材育成等の目的達成に向け，共同型研究開発の推
進，外部開放型研究環境の構築と運用，及びメンターの配置と研究サポートから成る主要活動を相互に連携しながら推進す
る．

■ 用 語 解 説
Wi-SUN FAN Wireless Smart Utility Network Field
Area Network の略．スマートメータ等 IoT 機器を効率的に
無線接続するための国際標準規格．
Sub6GHz 帯 6 GHz 未満の周波数帯であり，特に 5G

の周波数帯である「FR1（Frequency Range 1）」のうち
6 GHz に近い周波数帯を指す．日本の 5G では 3.7 GHz 帯や
4.5 GHz 帯が使用されている．

■



アクセス制御技術の確立も目指す．研究チームは大学若
手教員がリーダーを務め，研究機関，複数大学の教員，
学生が研究に参加している(6), (7)．
研究課題③は，VHF（Very High Frequency）帯の電

波を用いる広域系WRAN（Wireless Regional Area Net-
work）を利用して，VHF 帯とは異なる周波数帯である
Sub6GHz 帯(用語)で運用する無線通信システムの電波干
渉を予測，回避して Sub6GHz 帯における周波数共用を
実現する技術の確立を目指している．研究チームは大学
若手教員がリーダーを務め，大学教員，学生，企業技術
者から成る体制を組んでいる(8)～(10)．
研究課題④は，近接物の有無，特性によってアンテナ

インピーダンスが変化することに着目し，これを用いて
近接センシングを行う技術を提案，研究開発している．
研究チームは，研究機関の若手研究員がリーダーを務
め，研究機関研究員，大学教員，学生から成るチーム構
成となっている(11), (12)．
研究課題⑤は，アンテナ素子を三次元配置したフェイ

ズドアレーアンテナを提案するとともに，これを用いた
全方位の高速レーダや宇宙デブリ観測用レーダの実現を
目指している．提案アンテナは，衛星通信やレーダで通
常使われるパラボラアンテナ等とは異なり，機械的可動
部がなくてもアンテナ指向性の全方位走査や異なる方向
からの複数信号同時受信などを可能にする．研究チーム
は大学出身のベンチャー企業経営者がリーダーとなり，
大学教員，学生で構成している(13)．
上記五つの研究開発は，各研究チームリーダーの下で

それぞれ独立に推進される．そして，四半期ごとに全関

係者が一同に会する進捗会議が開催され，そこで各研究
チームリーダーが進捗状況を報告するとともにメンター
指導を受ける．各メンターは，進捗会議での指導のほ
か，必要に応じて各研究課題に個別に介入して指導や助
言も行う．
プログラム開始から 3年がたち，各研究課題とも目に

見える研究成果が出始めている．以下に幾つかを例示す
る．図 3 は研究課題①の研究成果例である．図 3(a)は
研究成果の適用域を，(b)は大規模高密度実験の模様を
それぞれ表している．研究課題①では，図 3(a)に示す
ような IoT 時代の到来に向け，スマートメータ等の大
量の IoT デバイス間を大規模かつ高密度にマルチホッ
プ無線接続する方式の研究開発を行っている．本研究に
より国際標準Wi-SUN FAN搭載無線機を世界に先駆け
て開発し，高密度に配置された 500 台の搭載無線機を多
段中継接続して情報収集する大規模マルチホップネット
ワークの構築及び安定動作確認に初めて成功した(14)．
図 4 は研究課題⑤の研究成果例である(15)．図 4(a)は
研究課題⑤が提案している三次元全方位走査フェイズド
アレーアンテナの概念図，(b)は試作したアンテナ，
(c)は評価ボードに実装された開発 MMIC（Monolithic
Microwave Integrated Circuit）を示している．研究課
題⑤が提案するアンテナは機械的可動部がなくても三次
元全方位の指向性走査が可能，複数衛星からの信号を同
時受信可能といった特長がある（図 4(a)）．図 4(b)は
試作アンテナの例である．各ポール内にアンテナ素子を
一次元に並べ，複数のポールアンテナを二次元的に配置
することにより，三次元の立体構造に拡張している．ア
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図 2 共同型研究開発の全体概要 共同型研究開発では，電波利活用強じん化につながる五つの研究課題を設定し推進している．各研究
課題の推進にあたっては，人材育成の観点から若手研究者やベンチャー経営者をリーダーに据え産学共同研究体制を組んでいる．



ンテナ素子の三次元配置化により，メインビームの全方
位走査を可能にしている（図 4(b)）．提案アンテナで
は，アンテナ素子ごとに増幅器，移相器，ミクサから成
るマイクロ波回路が必要となる．研究チームはこのマイ
クロ波回路のMMIC 化の設計，試作，動作確認に成功
した．

4．外部開放型研究環境の構築とその活用

外部開放型研究環境は，最新の無線研究環境を外部利
用に供することで多様な研究者の往来を促して拠点化を
加速するツールとして期待された．その構築について
は，ATR や京大にある既存設備の活用に加えて，本プ
ログラムにおける研究開発内容や昨今の無線技術研究の
トレンドなども勘案して機材や機能を選定して構築して
いった．図 5 には構築した研究環境の概要を示す(16)．
研究プロセスの中で設計，試作，実験・評価に必要とな
る環境を主に整備していった．設計プロセスでは，半導
体設計用 CAD（Computer Aided Design）を配備し
MMIC の開発にも対応できるようにした．試作関連で
は三次元プリンタを含む試作作業環境を用意した．実
験，評価に向けては各種計測器を取りそろえるととも
に，ATR に元々設置されていた電波暗室を整備して活
用した．そのほか，ATR ビル屋上に設置している電波
伝搬実験のためのキュービクル（小部屋），京大の IoT/
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図 4 三次元全方位走査フェイズドアレーレーダの研究開発

図 3 大規模高密度マルチホップ無線通信システムの研究



Wi-SUN 評価システムやソフトウェア無線システムも
外部開放型環境として利用可能にした．
構築した研究環境は，まず共同型研究開発チームに

よって利用された．研究課題①や③では，ATR がけい
はんな学研都市の中心地に位置していることもあり，
ATR 屋上のキュービクルと学研都市の広大なエリアを
使った屋外電波伝搬実験や信号伝送実験が行われた．半
導体 CAD 装置は，研究課題⑤の三次元フェイズドア
レーアンテナの信号制御部に使われるMMIC 開発のた
めに高い頻度で活用された．研究環境の外部利用促進に
ついては，利用の申込から利用，事後報告までのルール
を整備するとともに，ホームページや学会などを活用し
て外部利用サービスの認知度向上に努めた(2)．その結
果，全国の大学や企業からも利用希望が寄せられ，利用
実績が上がっていった．例えば大形電波暗室の利用は
2019 年の本プロジェクト開始から 2021 年末までに 230
回に上っている．

5．メンターによる研究指導と啓発活動

電波 COE プログラムの主要活動の中で，メンターの
配置と活用は人材育成と研究成果創出を両立させる上で
重要な役割を果たす．メンターの選定にあたっては，無
線技術及び関連技術分野の専門家，社会実装に関連した
有識者など広い分野から選定するよう留意した．図 6に
はメンター陣の専門分野と分類を示す．技術系のメン
ターには主に無線デバイス技術，無線通信技術，ネット
ワーク技術を専門とする著名な大学教授，名誉教授クラ
スの方に参加して頂いた．また，社会実装関連の有識者

として，国際標準化の外国人専門家，電波行政に精通し
た官僚 OB，無線技術や市場を俯瞰できる大手出版社編
集長などにも参画頂いた．
メンターの第一の役割は共同型研究開発の研究指導及
びサポートである．電波 COE プログラムでは，四半期
ごとに課題間連携会議という会議を開催してきた．この
会議は，共同型研究課題のリーダーや研究員，マネジメ
ントチーム，メンターが一堂に会し各研究課題リーダー
が研究開発の進捗状況を報告する会議で，メンターが研
究指導を行う主要な場となってきた．プログラム開始当
初は，メンターから報告者である研究課題リーダーへ報
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図 5 外部開放型研究環境の概要 外部開放型研究環境の構築では，研究プロセスの中で主に設計，試
作，実験・評価に必要となる環境を整備した．これらの研究環境は共同型研究開発の利用に供されるだけで
なく，大学や企業等による外部利用も積極的に進められている．

図 6 参画メンターの主要専門分野と分類 メンターの配置で
は，無線技術及び関連技術分野の専門家，社会実装に関連した有
識者など広い分野から参画して頂いた．



告発表の仕方や研究の進め方など研究推進の基本につい
て厳しい指摘が相次ぎ会議が紛糾することもあったが，
研究の進捗とともに指導内容は，技術的な指導や社会実
装に向けたアドバイスなどが多くなっていった．研究開
発の終盤になると目に見える研究成果の報告も多くな
り，研究課題リーダーやメンバーの成長を実感している
とのコメントも寄せられるようになった．
連携会議での研究指導のほか，メンターが必要に応じ

て研究課題チームへ個別に介入し研究指導やサポートを
することも行われた．研究課題①では，研究課程で出て
きた成果を基に，同研究チーム等が国際標準化した
Wi-SUN FAN 規格の拡張機能の国際標準化に向け
IEEE 標準化会議への提案活動を継続的に行った．その
際，国際標準化の専門家である外国人メンターからは標
準化会議の場において標準化に向けた指導やサポートが
行われた．研究課題⑤の MMIC 開発では，半導体 LSI
分野でデバイス開発から事業化，事業経営まで豊富な経
験を有するメンターが研究チームに介入し，研究チーム
の学部学生を直接指導して半導体 CAD による MMIC
設計を行った．その結果，未経験者ばかりの研究チーム
で短期間に最初の MMIC 試作及び動作確認に成功し，
二次試作などその後の開発に弾みをつけることができ
た(17)．
メンターに課されたもう一つの役割は無線技術分野の

啓発活動である．これは，経験豊かなメンターが，社会
における無線技術の重要性や将来への期待，無線研究開
発の面白さややりがいなどを自身の経験や知見に基づい
て様々な機会を通して発信する活動である．より多くの
人や組織に無線技術に関心を寄せてもらい，この分野の
裾野を広げることを目的にしている．マネジメントチー
ムは，メンターやマネジメントチームメンバなどが講師
となるセミナーや講演会，シンポジウムなどを啓発活動
として複数企画，実施した．具体的には，本プログラム
が主催して毎年実施している電波 COE シンポジウム，
ATR 施設公開に合わせた電波 COE 特別セッション，
無線関係の一般社団法人が主催する次世代ワイヤレス技
術セミナーへのメンター講師派遣などがある．これらの
啓発活動への参加者は 2021 年 12 月時点で延べ 3,000 名
を超えた．

6．お わ り に

本稿では，電波利活用強じん化につながる周波数創造
技術の創出と人材育成を目的として実施してきた電波
COE プログラムについて目的と全体像及び実施状況を
解説した．3 年間の取組みを通して，共同型研究開発，
外部開放型研究環境の構築・運用，メンターの配置と研
究サポートという三つの主要活動が互いに連携しながら
実施され目的に沿った成果も得られつつある．また同時

に，一連の取組みを通して，電波利活用強じん化に向け
て人，もの，情報が集まり，新たな技術や人材が輩出さ
れる中心的拠点（COE）としてATR及び京大における
エコシステムの形もおぼろげながら見えてきた感があ
る．今後は，Beyond5G，6G 技術やそれらがもたらす新
たな社会に貢献し得る成果や人材を持続的に創出してい
けるよう，これまで得られた環境，体制，ノウハウなど
を基に COE の確立，拡張に向け引き続き取り組んでい
く．
本稿で解説した電波 COE プログラムは，総務省 戦

略的情報通信研究開発推進事業 SCOPE（受付番号
JP196000002）の委託を受けて行われた．最後に，この
ような活動機会を与えて頂いた総務省，プログラム全体
にわたり継続的な指導及び支援をして頂いた本プログラ
ム運営委員，メンター及び関係の皆様に感謝する．
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